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電力・ガス取引監視等委員会 第４２回制度設計専門会合 議事概要 

 

 

１．日時：２０１９年１０月１８日（金）１5：００～１5：２０（ガスのみ） 

 

２．場所：経済産業省本館１７階第１・第２共用会議室 

 

３．出席者（委員） 

稲垣座長、林委員、圓尾委員、岩船委員、大橋委員、草薙委員、武田委員、 

松村委員 

（オブザーバー・ガス） 

大浦 夏樹   JXTGエネルギー株式会社 ガス事業部 部長 

佐藤 美智夫  東京電力エナジーパートナー株式会社 取締役副社長 

沢田 聡    一般社団法人 日本ガス協会 専務理事 

笹山 晋一   東京ガス株式会社 常務執行役員 

（代理）後藤 和彦   一般社団法人 日本コミュニティーガス協会 業務部長 

下堀 友数   資源エネルギー庁 ガス市場整備室長 

 

４．議題（ガスのみ） 

・ガス導管事業者の法的分離に伴う行為規制の検討について 

 

５．意見等 

 事務局から 

 「ガス事業者の法的分離をより実効性のあるものとするための取り組み」について 

⚫  前回の議論において、ガス事業者の法的分離に関して、社内におけるネットワーク部門と

小売部門の力関係の現れ方に係る指摘から、ガス事業において小売部門の方が少し力が強

いと思われるところだが、2022年の法的分離後においては、法的分離の対象となる一般ガ

ス導管事業者（特別一般ガス導管事業者）のグループ内の小売・製造事業者が当該ガス導管

事業者に対し、情報の目的外使用や差別的取扱い等を要求・依頼することが行為規制上禁止

されている。 

⚫  特別一般ガス導管事業者の中立性の一層の確保という法の趣旨を確実に実現するために

は、その前提として、行為規制を遵守するための組織体制が不可欠と考えられる。旧一般電

気事業者では2020年の法的分離に先立ち、社内カンパニー制を導入する等の方法により送

配電部門を小売・発電部門から独立させるなど、行為規制を一層確実に遵守するため組織体

制を構築していることを踏まえ、2022年の法的分離に先立ち、カンパニー制等を導入の上、

独立した企画部門・人事部門を設置するなど、小売り・製造部門からは独立した中立的な導

管会社の設立に向けた準備を段階的に進めることが望ましいと考えられる。  
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 「業務の受委託等に関する規律」について 

⚫  改正ガス事業法では、法的分離の対象となる一般ガス導管事業者とグループ内の小売・製

造事業者との間での導管に係る業務の委託及び小売・製造業務の受託を原則として禁止し

ている。また、その例外について省令で規定することとされているところ、どのように規定

すべきか。 

⚫  業務委託の禁止の例外についての考え方として、改正ガス事業法が特別一般ガス導管事

業者による業務委託を禁止する趣旨は３点(資料13頁)のような行為を通じて、特別一般ガ

ス導管事業者の中立性が損なわれることを防止するためと考えられる。そのため、13頁の

Ａ～Ｃのいずれにも該当しない業務委託は、ガス供給事業者間の適正な競争関係の阻害の

おそれのない場合として、禁止の例外としても問題ないと考えられる。また、災害時の復旧

対応、特別一般ガス導管事業者の子会社への業務委託は禁止の例外として問題ないと考え

る。 

⚫  業務受託の禁止の例外についての考え方として、改正ガス事業法が特別一般ガス導管事

業者による業務受託を制限する趣旨は２点(資料15頁)のような行為を通じて、特別一般ガ

ス導管事業者の中立性が損なわれることを防止するためと考えられる。そのため、15頁の

Ａ～Ｂのいずれにも該当しない業務受託は、ガス供給事業者間の適正な競争関係の阻害の

おそれのない場合として、禁止の例外としても問題ないと考えられる。また、災害時の復旧

対応など、業務受託は禁止の例外として問題ないと考える。 

⚫  最終保障供給業務を公募せずに委託できる場合として、改正ガス事業法は、特別一般ガス

導管事業者が最終保障供給の業務を公募することなくグループ内の小売事業者又は製造事

業者に委託することを、原則禁止しているが、災害時の復旧対応など、業務委託は禁止の例

外として問題ないと考える。 

 

 委員等から 

⚫  大手3社とみられる旧一般ガス事業者の法的分離を、法の理念に沿うよう確実に進めてい

ただきたい。旧一般電気事業者の対応として、各社カンパニー制等の導入をされるなど対応

をされているが、分社化迄の期間を１年９カ月～４年かけている。都市ガスの場合も2022

年４月の法的分離から余裕をもって遡り、カンパニー制を導入する等の対策を実行するべ

きと考える。形式的にカンパニー制を導入すれば良いというわけではなく、法的分離の理念

に沿うように機能していることを確認する時間も必要となると考える。旧一般電気事業者

の法的分離に比べ２年遅れなので、電力の対応をしっかりと見て参考にできるというアド

バンテージを生かして確実に理想的な法的分離を規制していただきたいと考える。  

 顧客利便性の確保、安定供給の確保、効率性の著しい阻害の防止の観点から一定の範囲内

のネットワーク部門とそれ以外の部門との間の業務連携は、電気もガスも同様であるべき

と思う。ガス消費機器の調査修理業務に力を入れたいと考える新規の小売事業者・新規参入

者が存在感を増していると感じている。夜間・休日の消費機器調査・修理業務を必ずしも一

般ガス導管事業者に委託するしか無いというわけでもない場合に、安易に夜間休日だから

と言ってグループ内の一般ガス導管事業者に定型的に業務委託するのではなくて、この様

な新規参入者に一般ガス導管事業者と同等以上の業務獲得のチャンスを得て頂くべきと考

える。 
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⚫  法的分離が、より実行性のあるものとする為の取組みについて、導管部門の法的分離に先

立ちカンパニー制を導入することが提案されたが、新規参入者にとっても賛同する。カンパ

ニー制によって導管事業の独立性・透明性が高まることで厳格な行為規制の遵守がなされ

るものと期待している。業務の受委託に関しては、12頁に記載のある託送業務を導管事業

者から小売事業者へ委託する場合、公募により受委託事業者を決定することになると思う

が、例えば出向検針業務は、首都圏の場合、集合住宅のオートロック解除情報が必要となっ

てくる。新規小売事業者は、その業務を受託しようとする場合オートロック解除情報を保有

していないために、自由化前の既得情報を持つグループの小売事業者や関連会社が独占し

て受託することが考えられる。公募条件により差別的取扱いが無いかについても確認して

いただきたい。 

⚫  電力と同等の規制をかけることに異論はない。業務委託の例外的な考え方について13頁

のＣの公募を行えば問題が無いとの書きぶりだが、公募を行うが事実上関連グループの事

業者のみが公募に参加しうる場合も、この趣旨に反するのではないかと思う。 

 業務委託について、共同で物を調達する場合はどうなのか。共同で調達する場合に導管事

業者が持っている力を利用して競争することなく収益化を得る恐れというものを生出す場

合があるのではと考える。 

 

 事務局からの回答 

⚫  公募を行えば問題ないということではなく、条件なり取扱いというのが差別的な取扱い

になっていないかということは、事務局側でもしっかりと確認監視していく考えである。 

 夜間休日の消費機器の調査修理業務については、15頁のＡ・Ｂに該当しないところにつ

いては業務の受託の例外になるので、グループ内で可能であるし、グループ外のところに関

しては元より可能であるため、しっかりと公正な対応がなされていくべきと考えている。  

 共同で調達する場合については、グループ内の小売・製造事業者とそれ以外のところが差

別的取扱いが無いように取扱われることが必要なことだと考える。 

  

 座長  

⚫  事務局の提案に異論は無かったと思うので、原則事務局案の通りとして、取り纏めの際に  

全体として確認し成案とする。 

 

以上 
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電力・ガス取引監視等委員会 第４３回制度設計専門会合 議事概要 

 

 

１．日時：２０１９年１１月１５日（金）１5：００～１5：２０（ガスのみ） 

 

２．場所：経済産業省本館１７階第１～第３共用会議室 

 

３．出席者（委員） 

稲垣座長、林委員、圓尾委員、安藤委員、岩船委員、大橋委員、草薙委員、 

新川委員、辰巳委員、武田委員、松村委員、山内委員 

（オブザーバー・ガス） 

大浦 夏樹   JXTGエネルギー株式会社 ガス事業部 部長 

佐藤 美智夫  東京電力エナジーパートナー株式会社 取締役副社長 

沢田 聡    一般社団法人 日本ガス協会 専務理事 

笹山 晋一   東京ガス株式会社 常務執行役員 

籔内 雅幸   一般社団法人 日本コミュニティーガス協会 専務理事 

下堀 友数   資源エネルギー庁 ガス市場整備室長 

 

４．議題（ガスのみ） 

・ガス導管事業者の法的分離に伴う行為規制の検討について 

 

５．意見等 

 事務局から 

 「兼職に関する規律等」について 

⚫  2022年度から導管規模が一定以上であること、その他政令で定める要件に該当するガス

導管事業者（大手都市ガス3社）と、その特定関係事業者（グループ内の小売・製造事業者

等）との間での、人事・業務委託等に関する行為規制を導入することが規定されている。  

⚫  「例外として兼職が許容される取締役等の範囲」「兼職が禁止される重要な役割を担う従

業者の範囲」「人事交流規範の策定」についての考えを説明した。なお、改正電気事業法の

考えと同様とする。 

⚫  行為規制違反となる兼職を未然に防止するため、特別一般ガス導管事業者は、ガス導管事

業者とグループ内の小売・製造事業者と兼職する者がいる場合には、その兼職の内容、中立

性阻害行為が発生しないと考える根拠等について、監視等委員会への説明と、対外的にも公

表することが適当と考える。（電気同様）。 

⚫  2022年の法的分離における、特別ガス一般事業者とグループ内の小売・製造事業者との

間の出向・転籍等の人事交流は労働者の基本的な権利に対する制約もあることから、今回の

法改正には盛り込まない。よって、託送関連業務を行う部門との人事交流に係る行動規範を

作成し、経営者等及び従業者に遵守させることが望ましい。 
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 委員等から 

⚫  特別ガス一般事業者の従業員の育成について、この規範の趣旨を踏まえてネットワーク

会社の人材でほとんどの業務が賄えるよう、従業者を育て上げる体制つくりも求められる

と考える。 

⚫  グループ内という言葉の範囲の意味が不確かのように感じるので、明確な説明をお願い

したい。ガス事業者で東京電力の電気を販売しており、東京電力とは関係のない事業者はど

うか。 

 

 事務局からの回答 

⚫  グループ内の小売製造事業者等は、この「等」には小売・製造事業者の子会社も含まれて

いる。東京ガスの小売部門と他の会社の小売部門とが人事交流することまではここでは論

じてなく、あくまで、導管部門とグループ内の小売・製造部門との関係を規制することだ。 

 

 委員から 

⚫  兼職の例外を認めることなので、ルールを作られると思うが、事業者にとっても遵守され

ていて問題ない形で運用されていることを、社内で確認できる体制を構築していただきた

い。元のルールと自社内でのチェック体制及び、監視等委員会のチェックで運用していく必

要があると考える。 

 

 座長  

⚫  大方の意見が出ましたので、取り纏めの際に参考とさせて頂くことにする。 

 

 

以上 
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